
１　総括

 （１） 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は平成26年４月１日現在の人数です。
      ３　給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員は含まれていません。
　　　　　

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を
 用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
　　　３　平成２４年及び平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がない
　　　　 とした場合の値です。

※　平成27年４月１日のラスパイレス指数が、①３年間に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している
　場合、③１００を超えている場合について、その理由及び改善の見込み
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（４）給与改定の状況
①月例給

（注）「民間給与」、「公務員給与」は人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額
である。

②特別給（期末・勤勉手当）

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び
勤勉手当の年間支給月数である。

（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引き下げ及び地域手当の支給割合

　　　の見直し等に取り組むとされている。

①給料表の見直し

［　実施　・　未実施　］

②地域手当の見直し

（支給割合）国基準１６％に対し、清瀬市においても１６％を支給。

国基準による支給割合

清瀬市の支給割合

③その他の見直し内容

なし。

の支給割合

15%

15%

16%

16%

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日

（内容）　給料表は、東京都人事委員会勧告を踏まえ、民間賃金と給与水準の均衡を図るため、給料表を平均△１.７％
　　　　を実施。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置として、現給保障を実施。

平成26年度

の支給割合

平成28年度平成27年度

の支給割合

15.5%

15.5%

27年度
円 0.12 ％

区　分

405,215 円 404,735

民間給与 勧告較差公務員給与

（改定率）Ａ－ＢＢＡ

0.36 ％480 円

給与改定率

0.13

（参考）

国の改定率

％

人事委員会の勧告

(0.12%)

区　分

人事委員会の勧告

年間支給月数

（参考）

民間の支給割合 公務員の支給月数 較差 勧告 国の年間

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ （改定月数）

27年度
4.30 月 4.20 月 0.10 月

支給月数

月 0.10 月 4.30 月 4.20
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成27年４月１日現在）
　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 　円

歳 人 円 円 円 歳 　円

歳 人 円 円 円 歳 　円

歳 人 円 円 円 歳 　円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータ（賃金センサス）を使用しています。（平成24年～26年の３ヶ年平均）

※民間データにおける「廃棄物処理業」及び「用務員」については、賃金センサスで都道府県別の数値を公表していないため、全国計の数値です。

　その他の職種については、東京都の数値を記載しています。

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

　例えば、雇用形態については、賃金センサスの対象には、日々又は1ヶ月以内の期間を定めて雇用されている者のうち、

　1月に18日以上雇用された者などが含まれます。

※年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給

　された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

（注）１　「平均給料月額」とは、平成27年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　　　 

　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等　　　

　　　　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

      ３　個人情報保護の観点から、対象となる職員数が1人又は2人の場合は、当該箇所を「アスタリスク（*）」としています。　 

   　 ４　数値のない欄については、すべて「ハイフン（－）」としています。　 

41.6

平均年齢

平均給料月額

6

1.56

その他 6,437,285

3,952,300

うち用務員

うち給食調理員

区　　分
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411,986

408,996
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318,513

317,970清瀬市 41.8

400,246

394,984319,936
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国
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―
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類似団体
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4,138,700
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　　清瀬市

*

338,663 ―
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355,183
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の類似職種

廃棄物処理業

用務員

自家用乗用自動車運転者

388,842

（国比較ベース）
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289,141
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平均年齢 平均年齢

352,908
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うち自動車運転手

416,90748
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公務員
（C）

403,912
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（D）
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1,537
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―
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―
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―
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―
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――
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―
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（2) 職員の初任給の状況（平成27年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

－ － 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成27年４月１日現在）

（注）１　清瀬市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

　（注） 平成○年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　（注）１　平成18年４月より給料表を職務の級に分類（１級～８級）しました。
　　　２　平成21年４月より給料表を８級制から７級制に変更しました。（旧給料表の1級と2級を統合）
　　　３　平成25年４月より給料表を７級制から６級制に変更しました。（旧給料表の6級と7級を統合）
　　　４　平成27年４月より給料表を６級制から５級制に変更しました。（旧給料表の3級と4級を統合）

高　校　卒

総合職　181,200
一般職　176,700

181,200

技能労務職

―高　校　卒

265,220

328,800高　校　卒 308,175

479,100

　　　　　　　 　　円

―

345,875

415,064

部長及びこれに相当する職の職務
　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

構成比

国

144,600

－

　　　　　　　　％

3.6

311,550

経験年数20年

139,500 139,500

　　　　　　　　人
課長及びこれに相当する職の職務

職員数

10

　　　　　　　　人

中　学　卒

５　　級

118
主任の職務

60

　　　　　　　　％

４　　級

59

　　　　　　　　人

42.9
２　　級

係員の職務

大　学　卒

―

　　　　　　　　％
10.2

21.8

28

課長補佐の職務
係長及びこれに相当する職の職務

―

一般行政職 357,960

中　学　卒

区　　　　分

－

一般行政職

高　校　卒

区　　分

355,733

　　　　　　　　円

経験年数30年

東京都

371,375

378,125

－

144,600

181,200

　　　　　　　　％

経験年数25年

365,933

－

区　　　　　分 清瀬市

経験年数10年

標準的な職務内容

技能労務職

144,600

大　学　卒

321,300

最高号給の給料月額

　　　　　　　 　　円

284,000

　　　　　　　　円

　　　　　　　　人

21.5
１　　級

140,300

　　　　　　　 　　円

526,700

455,000

415,100

　　　　　　　　円

362,500

325,500

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

224,800

198,500

　　　　　　　 　　円

　　　　　　　 　　円

１号給の給料月額

３　　級

1級 

 21.5% 

1級 

26.0% 1級  

18.7% 

2級 

42.9% 

2級 

38.1% 
2級 

39.4% 

3級 

21.8% 
3級 

19.8% 3級 

25.2% 

4級 

10.2% 4級 

1.1% 
4級  

2.4% 

5級 

3.6% 
5級 

11.4% 
6級 0.8% 
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況

【参考】昇給への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（注）　勤務成績の区分が「上位」又は「最上位」の職員は、「標準」の職員と比べて基本的に

　　　　1～2号拡大された昇給幅が付与されます。

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（26年度支給割合） （26年度支給割合） （26年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分
（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　　　3～20％ 　・役職加算　　　　 3～20％ 　・役職加算　　　　 5～20％

　・管理職加算　　15～25％ 　・管理職加算　　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（平成27年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　 　　2号給以内（公務上の死亡）　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成26年度に退職した職員に支給された平均額です。

評定対象者

区分
基準日
評定期間 1月1日～12月31日

736

１人当たり平均支給額（26年度）

41.325

31.50

23,002

23.50

　管理職については、以下の支給割合を基準とし、予め設定した目標に対する業績に対して、5段階（A～E）の評価を
実施し、その評価結果に基づき勤勉手当の成績率を決定しています。

　　　　　　　　期末手当　　　勤勉手当
　　課長職　　　2.20月分　　　2.00月分
　　部長職　　　2.00月分　　　2.20月分

　なお、管理職以外の職員については、勤勉手当の成績率に差を設けず、一律の支給を行いました。

1月1日

0.75

評定項目

45.00

45.00

45.00

34.5825

23.50

評定結果

20.445

清　　　　　　　　　　　瀬　　　　　　　　　　　市

【管理職】昇給及び勤勉手当

45.00

0.75

49.5949.59

49.59

国

275人

91人

0.65

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

1.50

東　　　　　京　　　　　都

勤務成績の区分が「上位」又は「最上位」に決定された職員数（Ｂ）

273人

国

29.145

83人

30.4%

2.60

31.50

1.45
2.60

【管理職】仕事の成果、知識、企画力、折衝・応対力、理解・判断力、指導力、積極性、
          協調性、責任感

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

1.45
1.60

1.45

１人当たり平均支給額（26年度）

1,734

1.60

1,517

27年度

2.60

33.1%

清　　　　　瀬　　　　　市

区　　　　　分

職員数（Ａ）

########

―

26年度

比率(Ｂ)／(Ａ)

職員数（Ａ）

勤務成績の区分が「上位」又は「最上位」に決定された職員数（Ｂ）

比率(Ｂ)／(Ａ)

合　計

全職員

内容

　地方公務員法第40条に基づき、職員の業務成績、業務能力及び業務態度等について、客観的かつ継続的に把握する
ことにより、職務に対する意欲の向上を図るとともに、能力開発、指導育成及び昇任選考等に反映し、公正な人事管
理を行うことを目的として業績評価を行っています。
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 (3) 地域手当

（平成27年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

地域手当補正後ラスパイレス指数

（ラスパイレス指数）

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、

　　　地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

　　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

 (4) 特殊勤務手当

平成18年度より全廃しました。

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する職員数は、「支給実績（26年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職等

　　　制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、再任用短時間勤務職員を含む。

（6) その他の手当（平成27年４月１日現在）

円

円

円

99.8

内容及び金額

支給実績

千円

国の制度と

異なる

異なる内容

（26年度決算）

282,510

支 給 実 績 （ 26 年 度 決 算 ）

494市内全域 15.5

99.8

支給率支給対象地域

支給職員１人当たり

平均支給年額

国の制度

支給対象職員数

住居手当

通勤手当

配偶者以外　6,000円

交通機関（電車・バス等）利用
（６か月分を一括支給）

内容及び金
額

同じ

管理職手当

休日勤務手当 千円

交通用具（自家用車等）利用
（６か月分を一括支給）

845,130

副参事職以上の役職に定額支給

部長　　　 90,300円
参事　　　 81,600円
課長　　　 67,800円
副参事　  58,800円

1,049
休日に勤務した場合に支給
（支給率135/100）

円

83,040

159,5858,458

194,812

千円

千円

29,806

円29,894

支給実績（26年度決算）

20,569

45,637

異なる

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 25 年 度 決 算 ）

手　当　名

国の制度（支給率）

15.5

との異同

88,053

571,882支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 26 年 度 決 算 ） 172

世帯主　15,000円

異なる

異なる

異なる

金額

（26年度決算）

千円

支 給 実 績 （ 25 年 度 決 算 ）

配偶者　13,500円 異なる

金額

金額

85,026

扶養手当

16歳～22歳までの子の加算　4,000円

内容及び支給単価

180

内容及び金額
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５　特別職の報酬等の状況（平成27年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円
円

円

(注）１　市長の給料は10％減額を実施（平成27年4月30日まで）しており、（　）内は、減額後の月額です。                        

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

328

439,000

△ 5

小　計

合　　計

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

小　計 36

440

[      500      ］

39

7

3

16

3

△ 8 ＜参考＞
　　人口１万人当たり職員数　　53.32　　　人
　（類似団体の人口１万人当たりの職員数　71.58　人）

　　　人口１万人当たり職員数　　58.57　人

32

7

[      500      ］

3

△ 10

業務増

[   　0     ］

＜参考＞
　　人口１万人当たり職員数　　44.16　　　人
　（類似団体の人口１万人当たりの職員数　53.66　人）

2

0

欠員補充

66

18

1
144 136

育児休業代替

2

27

欠員不補充△ 3109

在任期間毎

418,000

給

料

737,000

区 分

教 育 長 　　　　　　　　　―

報

酬

副 議 長

議 員

給 料 月 額 等

市 長 839,000

717,000

648,000 　　　　　　―

副 市 町 村 長

755,100

△ 8

477,000

440,000

業務増

△ 2

1,061,000

375,000885,000

310,000

591,000

　　（26年度支給割合）

税　　　務

下　水　道

教育部門

435

そ　の　他

396

68

副 議 長

市 長

議 員

副 市 町 村 長

議 長

教 育 長

議 長

839,000×支給率×勤続期間

28

717,000×支給率×勤続期間

職 員 数

5

648,000×支給率×勤続期間

338

112

404

備　　　　考

平成26年

期
末
手
当

退
職
手
当

土　　　木

民　　　生

総務企画

農林水産

一
般
行
政
部
門 2

3

5

衛　　　生

2商　　　工

27 29

　計

労　　　働

対前年
増減数

市 長

勤めた場合における退職手当の見込み額です。

主な増減理由

教 育 長

普

通

会

計

部

門

議　　　会

在任期間毎

13,424,000
副 市 町 村 長

欠員不補充

保育園２園の閉園等

在任期間毎

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

　　（26年度支給割合）

6,480,000

0

29

8,604,000

4.2

平成27年

＜参考＞

245,000653,000

0

4.2

0

（参考）類似団体における最高／最低額

222,000
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（2)年齢別職員構成の状況（平成27年４月１日現在）

　

(3)職員数の推移

（　単　位　：　人 ・ ％　）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

0.0435

4

▲ 8

▲ 4

5

1

396

39

0.0

36 38 36

総 合 計 434 430 427 443 440

公 営 企 業 等 会 計 計

普 通 会 計 計 400 395 391 405 404

34 35

( ▲ 1.0% )

0.1

職員数

27歳

～

13

23歳

人

区　分

人

20歳 20歳

人

32歳

～～

24歳

～

324 320

28歳

人

324 336

48

～

338 328

5033

人人

39歳 43歳 59歳

370 51

36歳

未満

人

～

人

31歳

19

35歳 47歳

60

40歳

～

人 人

52歳

69 66 68 ( ▲ 10.5% )76 75 67

44歳

計

以上

～

49 73 2

人

48歳 56歳

55歳

～

51歳

435

人人
～

60歳

２ ７ 年

一 般 行 政

教 育

　　　　　　　    　年　　度

　部　　門　　別
２ ２ 年 ２ ３ 年 ２ ４ 年

消 防

過 去 ５ 年 間 の
増 減 数 （率）

２ ５ 年 ２ ６ 年

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比 

５年前の構成

比 

% 
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